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最近の道内景気は、厳しい状況となっている。

需要面をみると、公共投資は、補正予算の効果から持ち直しの動きが見られる。個人消費

は、一部に経済対策の効果は見られるものの、雇用・所得環境の悪化から弱い動きとなって

いる。設備投資は、製造業を中心として抑制傾向にある。住宅投資は、需要の弱さなどから

大幅に減少している。

生産活動は需要の減少から大幅に低下している。また、雇用情勢は有効求人倍率が低下す

るなど厳しい状況となっている。企業倒産は、件数、負債総額ともに増加した。
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①個人消費～厳しい状況

５月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲４．０％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を下回った。

百貨店（前年比▲８．０％）は、衣料品や身

の回り品などが低調で、２３ヶ月連続で前年を

下回った。スーパー（同▲２．３％）は、飲食

料品は堅調だったが衣料品などが減少し、２３

ヶ月連続で前年を下回った。

コンビニエンスストア（前年比▲１．９％）

は、１３ヶ月振りに前年を下回った。

②住宅投資～需要の弱さから大幅減

５月の新設住宅着工戸数は、２，１１３戸（前

年比▲４７．５％）と、８ヶ月連続で前年を下回っ

た。利用関係別では、持家（前年比▲１５．４％）、

貸家（同▲５６．７％）、分譲（同▲７８．５％）の

全てが前年を下回った。

１～５月の着工戸数累計では、８，６１５戸

（前年同期比▲４１．４％）となり、前年を大き

く下回った。持ち家（前年同期比▲２０．４％）、

貸家（同▲４３．９％）、分譲（同▲６８．３％）の

全てが前年を下回った。

道内経済の動き

― １ ―
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③鉱工業生産～生産は大幅に低下

５月の鉱工業生産指数は、前月比では＋

２．０％と２ヶ月連続で持ち直したが、前年比

では▲１９．２％と１０ヶ月連続で低下した。

特に電気機械工業、輸送機械工業などで低

下幅が大きい。

④公共投資～基調としては持ち直し

５月の公共工事請負金額は、６６５億円（前

年比▲１１．０％）と５ヶ月振りに前年を下回っ

た。

発注者別では、道（前年比＋１１．１％）と市

町村（同＋２７．７％）は前年を上回ったが、国

（同▲４０．７％）が大きく減少した。

１～５月の累計では請負金額３，５４１億円

（前年同期比＋１１．２％）と前年を上回ってい

る。

⑤雇用情勢～厳しい動き

５月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．３１倍となり、前月比では０．０１ポイントの

低下、前年比では０．１２ポイントの低下となっ

た。

新規求人数は、前年比▲１６．７％と１５ヶ月連

続で前年を下回った。業種別では、卸売・小

売業（前年比▲２８．９％）、医療・福祉（同

▲１１．７％）など主要産業すべてが減少した。

道内経済の動き

― ２ ―
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⑥来道客数～１２ヶ月連続で前年を下回る

５月の来道客数は、９２２千人（前年比

▲１０．２％）と１２ヶ月連続で前年を下回った。

１月～５月の累計来道客数は、国内観光需

要の落込みや新型インフルエンザの影響もあ

り、４，１７４千人（前年同期比▲８．８％）と前年

を下回った。

⑦貿易動向～輸出・輸入ともに減少

５月の道内貿易額は、輸出が前年比４３．１％

減の１９８億円、輸入が同６６．２％減の６１０億円と

なった。

輸出は、石油製品や自動車の部分品などの

減少から７ヶ月連続で前年を下回った。

輸入は、原油・粗油などが大きく減少し、

７ヶ月連続で前年を下回った。

⑧倒産動向～件数、負債総額ともに前年を上回る

６月の企業倒産は、件数は５５件（前年比＋

３．７％）と前年を上回り、負債総額も３４１億円

（同＋２６８．８％）と前年を大きく上回った。

業種別では、公共工事削減や住宅需要が落

ち込んでいる建設業が１６件と最も多く、続い

て卸売業（１３件）、サービス業・他（１１件）

となった。

道内経済の動き

― ３ ―
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＜図表1＞業況の推移�
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１．平成２１年４～６月期実績

前期に比べ売上DI（△４５）は６ポイ

ント、利益DI（△４０）は４ポイントそ

れぞれ上昇した。売上は３期ぶり、利益

は４期ぶりに好転し、業況は最悪期から

持ち直した。

２．平成２１年７～９月期見通し

売上DI（△３５）は１０ポイント、利益

DI（△２８）は１２ポイントそれぞれ上昇

が見込まれる。低水準ながらも、業況の

厳しさはいくぶん和らぐ見通しである。

定例調査

業況は最悪期から持ち直す
第３３回 道内企業の経営動向調査

サブプライム
ローン問題

公共投資の減少 原油価格の高騰

H１３．９
アメリカ同時
多発テロ

鳥インフルエンザ

H１７．７
知床世界自然
遺産登録 旭山動物園

ブーム

― ４ ―― ４ ―
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。
調査方法
調査票を配布し、郵送により直接回収。
調査内容
第３３回定例調査
（２１年４～６月期実績、２１年７～９月期見通し）
判断時点
平成２１年６月下旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」－「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４６３ １００．０％
札幌市 １７０ ３６．７ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各支庁、空知支庁南部道 央 １０１ ２１．８
道 南 ４１ ８．９ 渡島・檜山の各支庁
道 北 ５３ １１．４ 上川・留萌・宗谷の各支庁、空知支庁北部
道 東 ９８ ２１．２ 釧路・十勝・根室・網走の各支庁

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ８００ ４６３ ５７．９％
製 造 業 ２２０ １２５ ５６．８
食 料 品 ７５ ４３ ５７．３
木 材 ・ 木 製 品 ３５ ２３ ６５．７
鉄鋼・金属製品・機械 ５０ ３０ ６０．０
そ の 他 の 製 造 業 ６０ ２９ ４８．３
非 製 造 業 ５８０ ３３８ ５８．３
建 設 業 １８０ １０４ ５７．８
卸 売 業 １００ ６４ ６４．０
小 売 業 １２０ ６９ ５７．５
運 輸 業 ７０ ３４ ４８．６
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３０ ２２ ７３．３
その他の非製造業 ８０ ４５ ５６．３

〈図表２〉業種別の要点

要 点（４～６月期実績）

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ

２１年
１～３ ４～６ ７～９

見通し

２１年
１～３ ４～６ ７～９

見通し

全産業 持ち直すも極めて低水準 △５１ △４５ △３５ △４４ △４０ △２８

製造業 食料品製造業が持ち直す △４７ △３５ △２７ △４８ △３７ △２９

食料品 観光土産品メーカーは苦戦 △３３ △１４ △１９ △２０ △１６ △１９

木材・木製品 住宅着工の落ち込み響く △６８ △５７ △３９ △６４ △５２ △４３

鉄鋼・金属製品・機械 単価下落で売上・利益ともに低下 △５２ △５７ △５０ △５５ △６０ △５０

非製造業 卸売業が極めて不振 △５２ △４９ △３７ △４３ △４１ △２８

建設業 公共・民間工事ともに過当競争続く △５５ △４４ △３１ △５４ △５２ △３８

卸売業 値下げ要請多く売上・利益ともに低下 △５８ △６９ △５５ △３８ △５３ △３６

小売業 スーパー、石油製品取扱い店が不振 △３５ △３６ △３２ △２６ △２９ △１９

運輸業 燃料価格が落ちつき利益は改善 △３８ △５８ △４１ △１８ △９ ０

ホテル・旅館業 一部に高速道路料金引き下げ効果 △７８ △５０ △５０ △５２ △４５ △４５

調 査 要 項

定例調査

― ５ ―― ５ ―
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＜図表3＞業況の推移（業種別）�
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〈図表１０〉当面する問題点（上位項目）の要点

項目 前期比 要 点

�売上不振（６６％） ０ 全業種でウエイト大。製造業では４業種全てで上昇。

�過当競争（５２％） ＋４ 非製造業でウエイト高く、建設業（８１％）、小売業（６６％）で第１
位。

�販売価格低下（４４％） △１ ホテル・旅館業（５９％）でウエイト大。

�原材料価格上昇（２３％） △６ 製造業（２９％）で比較的影響大、非製造業（２１％）では少ない。

�価格引き下げ要請（２３％） ＋１ ３期連続で上昇。製造業（３０％）で影響大。

�諸経費の増加（２２％） △１ ４期連続で減少。

当面する問題点の推移（複数回答）
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１６
（２３）

２１
（２２）

③
２８
（２４）

５
（２２）

２４
（２３）

�価格引き下げ要請 ２３
（２２）

３０
（２８）

２３
（２８）

③
３０
（２７）

③
３５
（３２）

３５
（２３）

２１
（２０）

２３
（１８）

３４
（３４）

７
（１１）

１６
（１８）

１８
（４）

２２
（２５）

�諸経費の増加 ２２
（２３）

２３
（２９）

②
３３
（３０）

１７
（３２）

２１
（１９）

１４
（３７）

２２
（２０）

１６
（１８）

２３
（１２）

２９
（２４）

２５
（３０）

１８
（１７）

２４
（２７）

�人件費増加 １３
（１５）

１４
（１４）

１２
（１４）

１７
（－）

１０
（１０）

１７
（２７）

１３
（１６）

１１
（１５）

１３
（１５）

１３
（１６）

９
（６）

５
（２２）

２７
（２３）

�資金調達 １３
（１４）

１１
（１５）

５
（１４）

１３
（１４）

１４
（１３）

１４
（２０）

１４
（１４）

２０
（１６）

１１
（６）

１０
（１０）

１３
（１８）

１８
（３０）

９
（１７）

	代金回収悪化 ８
（１１）

４
（９）

５
（５）

４
（９）

３
（１３）

３
（１０）

９
（１１）

７
（９）

２３
（２５）

９
（１３）

－
（３）

－
（－）

７
（８）


設備不足 ７
（８）

９
（７）

１４
（９）

９
（５）

３
（１０）

７
（３）

７
（９）

－
（－）

２
（８）

３
（１１）

２５
（３９）

２３
（２２）

１３
（２）

�人手不足 ３
（３）

２
（３）

５
（７）

－
（－）

３
（－）

－
（３）

４
（３）

３
（３）

３
（３）

６
（３）

－
（６）

５
（－）

４
（６）

�その他 ３
（３）

６
（５）

９
（９）

４
（５）

３
（－）

３
（３）

２
（３）

１
（１）

５
（５）

３
（３）

－
（３）

５
（４）

２
（４）

〈図表１２〉地域別業況の推移

項

目

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ 設 備 投 資 （％）

２０年
７～９１０～１２

２１年
１～３４～６７～９

見通し

２０年
７～９１０～１２

２１年
１～３４～６７～９

見通し

２０年
７～９１０～１２

２１年
１～３４～６７～９

見通し

全 道 △１５ △２８ △５１ △４５ △３５ △３４ △３６ △４４ △４０ △２８ ３０ ２８ ２３ ２７ ２０（２４）

札幌市 △１０ △３０ △５２ △５６ △４２ △３１ △３４ △４４ △４６ △３４ ３１ ３１ ２５ ３５ ２５（１９）

道 央 △１ △１４ △４７ △４２ △３９ △２３ △１６ △４０ △２７ △２６ ３７ ２８ ２０ ２３ ２４（２１）

道 南 △２６ △４３ △５９ △２７ △３２ △３５ △４５ △６３ △４３ △４３ ２２ ２７ ２０ ２４ １８（３１）

道 北 △２５ △３０ △４４ △４７ △２１ △４４ △４４ △４６ △４７ △２１ ２７ ３０ ２２ １９ １１（３８）

道 東 △３４ △３４ △５３ △３８ △２７ △４８ △５４ △４１ △３６ △２０ ２３ ２４ ２４ ２２ １５（２４）

（ ）内は設備投資未定企業

〈図表１１〉当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

定例調査

― １１ ―― １１ ―
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今回の調査では、道内企業の売上・利益はともに上昇し、業況は最悪期から幾分持ち直し

ました。しかし、消費者の低価格志向の強まりや、新型インフルエンザ流行の個人消費への

影響など、今後の懸念材料は少なくありません。このような厳しい経営環境のなか、企業は

より利益率の高い商品の販路開拓や、市場分析をふまえた新商品の開発などで、苦境を脱し

ようとしています。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

＜水産加工業＞ 高額商品より安価な商品が

売れ、価格低下の傾向にある。商売の基本で

ある「安全・安心で良質な商品の提供」で信

頼を得ることにより、適正価格で販売した

い。

＜水産加工業＞ 外食を減らして家庭で食事

をする人が増えたので、売上は増加した。し

かし、景気後退による販売価格の下落が心配

である。

＜製菓業＞ 外国人を含む観光客が減少し、

売上低迷の要因になっている。当面厳しい状

況が続くと予想しており、取引販売店への営

業強化・新製品投入・効果的なCMなどで、

売上と収益の確保を図りたい。

＜金属加工業＞ 需要は回復傾向にあるもの

の、前年並みに戻るには時間を要する。一時

的な休業で生産量を調整し、それにより雇用

安定助成金の給付を受ける。また、教育訓練

による技能向上、ラインの見直し、固定費の

削減等を実施する。

＜金属加工業＞ 景気回復を想定し、３月に

設備投資を行った。今まで以上に高品質なも

のを短期間で製造できるよう、社員一丸とな

って取り組めば、成長の可能性はあると思う。

＜鉄スクラップ加工業＞ 中国・韓国の需要

増加から鉄スクラップ価格は徐々に上昇して

いるため、今後相応の利益が見込める。

＜生コン製造販売＞ 売上数量の減少が数年

来続いており、業界の再編が進んでいる。工

場閉鎖など業界の生産計画に協力しつつ、価

格の安定化を図り、収支バランスの維持に努

める。

＜マンション分譲＞ 各社の値引きと、新規

物件の発売見合わせで業界の在庫調整は進み

つつあるが、収益が伴っていない。消費者は

購入に慎重であるが、ゴールデンウィークの

モデルルーム来場者を見ると、住宅に関する

関心はまだまだ高い。見込み客の目線に沿っ

た営業体制と商品作りに注力したい。

＜建設業＞ 下請けでは利益を確保できない

ため、改修案件のようにオーナーとの直接契

約となる元請案件へ営業をシフトしている。

＜管工事業＞ 昨年度は売上・利益ともに増

加した。仕掛かり工事の完成等が主な要因で

あるが、ピーク時から３割程度減少してい

る。今年は売上確保に苦慮すると思うが、一

件ごとの原価管理をきちんとするしかない。

経営のポイント

新販路・新商品で苦境を脱する
〈企業の生の声〉

― １２ ―
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＜賃貸マンション＞ 先期中に根本的な経営

改革を実施し、不採算部門や執行役員制度の

廃止、人員削減などを完了させた。今期は、

道内拠点である札幌、函館に経営資源を集中

させ、効率的な体制を確立する。

＜靴卸売業＞ 価格競争に備え、単価の低下

に耐えられる商品開発を強化したため、利益

率が改善してきた。従来、高額品やブランド

品を買っていた顧客にまで価格重視の傾向が

強まっている。品質・感性を落とさず価格訴

求できる商品開発に、さらに全力を挙げた

い。

＜電設資材卸売業＞ 現状は恵まれた業界で

あり配当も維持しているが、仕入先や得意先

の不調など心配要因が多くある。従来ビジネ

スの延長上には多くは期待できないため、新

分野を模索しながら、社員教育・人材育成に

力を入れる。

＜建設資材卸売業＞ 昨年度中に在庫を大幅

に削減し、仕入れ価格の変動に備えた。ま

た、不採算部門の共同化など、同業他社との

連携交渉を行っている。

＜穀物卸売業＞ 高騰した包装資材費・運送

費はなかなか下がらない。一方、量販店から

の値下げ圧力は強まっている。利益の確保が

厳しい状況になりつつある。

＜食品雑貨店＞ 昨年５月からのタスポ効果

もなくなり、売上は横ばいである。プレミア

ム商品・イベント商品の販売促進・値引きセ

ールなどに取り組んでいる。

＜めがね店＞ 低価格店の出店で過当競争が

続いているが、本州企業の撤退が出始め、一

部店舗では売上が戻りつつある。しかし、依

然として販売単価は下がっている。今後、人

員削減・在庫圧縮・経費削減・仕入れ単価交

渉など目に付くものは全て改善する。

＜自動車販売業＞ ウェブの活用が地域外か

らの問い合わせや契約につながり、売上に大

きく貢献している。今後は仕入先を広げ、良

質な商品の仕入れと安定した利益の確保に努

める。アフターや整備も含めた付属品売上の

拡大を行う。

＜電器店＞ 従来製品だけでは売上の拡大に

は限界がある。国の政策の中に、フォローの

材料（太陽光発電システム、エコ家電の拡充

など）が数多くあるので、これらを重点商品

とし、経営の柱にする。

＜大型書店＞ 人材面で気になるのは、２～

３年前に入社した社員がうまく育っていない

こと。質の低下、意識の低さなど、今までに

ないタイプの人材をどう教育していくかが課

題である。

＜家具店＞ ４～６月期は連休や高速道路料

金の値下がりで顧客が都市へと向い、休日の

来店者数が減少した。定額給付金支給に伴い

割増商品券の発行を商店街で行ったが、効果

は一時的なものだった。新築・改築等の季節

がきたため、廃業した同業者分を取り込んで

売上増大を目指す。

経営のポイント

― １３ ―
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＜木材店＞ 北海道では「配達運賃が無料」

という習慣が根付いていて、“利益の少ない

もの少量を遠方まで配達”というのがボディ

ーブローのように効いている。

＜貸切バス＞ 前年より燃料価格が下落し、

経費を抑えている。しかし、新型インフルエ

ンザの影響で客の動きが鈍くならないか、気

がかりである。

＜農産物運送業＞ 一次産品輸送を主体とし

ているため、４～６月期にかけ閑散期に入

る。また、車検等も５、６月に集中し資金不

足になる懸念がある。

＜タクシー業＞ プレミアム付のクーポン券

の販売を開始し、固定客の確保を進めてい

る。また、飲食店と提携し、飲酒運転撲滅の

キャンペーンを実施するなど、より一層の交

通安全に努めている。

＜都市ホテル＞ 札幌からのビジネス客の減

少で、利益率の高い宿泊売上が減少してい

る。駅前にビジネスホテルがオープン予定

で、競争は更に激化する。

＜観光ホテル＞ 新たにランチバイキングを

開始し、市民の利用を促進したい。宿泊部門

は、決定権を握っている女性向けの販促を行

っている。また、団塊の世代向けサービスも

展開したい。

＜ソフトウェア開発＞ 重要顧客である地方

自治体は、経費削減の一環でIT化を積極的に

導入し人件費を抑えている。このようなニー

ズに応えて新製品の開発を実施したため、売

上は好調である。今後は、開発した製品を全

国販売するための営業活動に重点を置く。

＜クリーニング店＞ 消費マインドの低下が

続き、高価格サービスが伸び悩んでいる。割

引商品の拡充が必要である。

＜広告代理業＞ 従来の新聞・テレビ・ラジ

オ・雑誌といった媒体以外に、現在伸びてい

るネット通販やウェブ関連を使った営業展開

を進める。また、各支社のやる気のある人材

で組織した「改革委員会」で、営業戦略を立

て意識改革につなげている。また、本州の同

業者と業務提携し、情報交換などを実施して

いる。

経営のポイント

― １４ ―
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１．知的財産は経営の役に立つのか？

日本は、人口の減少、国際競争力の低下などの構造的課題に加え、昨年からの国際的な金融危

機に直面しています。こうした中、産業の国際競争力を強化し、持続的な経済成長を実現するた

めには、知的財産はますます重要になってきていることは、世界的に認識されています。知的財

産権制度は、世の中に未だ存在しない新たなアイデアや概念（無体財産）に大きなアドバンテー

ジを与え、それを創作した者にその無体財産を独占的に使用する権利を与える制度です。知的財

産権制度が存在することによって、過当競争による粗製濫造を防止し、産業及び技術開発の適正

な競争を保証することができると考えられています。

知的財産権制度の重要性が高まっている一方で、中小企業、特に北海道の中小企業からは、

「特許権や商標権などの知的財産権を取得するには金がかかるが、その割にはこれらの権利が実

際に経営に役立つかどうかよく分からない」「自社では特許がとれるような技術は扱っていないの

で、特許のことは考えたことがない」「自社の製品は、品質が良く、低コストで、市場への投入が

早いので、競争力はある。金のかかる知的財産権は必要ない」などという声が聞かれることが多

いのも事実です。

確かに、知的財産に対する取り組みを行い、知的財産権を取得しようと思ったら、それなりの

手間と費用がかかります。例えば、特許権を取得しようと思えば、弁理士に依頼して特許書類を

作成してもらって出願し、審査請求を行い（特許書類を特許庁に提出しただけでは、特許庁はそ

の書類を審査してくれません。別途「審査請求」という手続を特許庁にする必要があります）、

特許性の有無について特許庁の審査官とやりとりを行い、最終的に特許権が付与されるまで、

１００万円以上の費用がかかります（もちろん、これらの手続をすべて自社で行うのであれば費用

はほとんどかかりません）。弁理士とのやりとりの窓口となる社員とその社員の教育も必要にな

るかもしれません。商標権についても、最終的に権利を得るまでに必要な費用は、数十万円程度

になることもあります。このように費用と手間をかけて苦労して特許権や商標権を取得したから

といって、それらの権利に基づいて他社からライセンス料を得ることができるような場合以外

は、すぐにそのメリットが実感されるものではありません。

しかし、特許権や商標権などの知的財産権に真剣に目を向けずにいることの影響は、時間を置

いて現れます。例えば、多くの時間をかけ、多額の資金を投じ、多数の人手を割いて開発した製

品の中核となる重要な技術について特許権を取得していなければ、その技術がいい技術であれば

あるほど多くの競合他社が参入してきます。今のような時代には、従来からの競合他社だけでな

く、その分野に目を向けることのなかった大手企業までが参入してくることも十分に考えられま

す。競合他社が参入すると、その製品の本来の価格が維持できなくなり、利益の確保が難しくな
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る可能性があります。特に大手企業が参入し、大量の資金と人員を投入して同じ製品の開発に取

り組んだ場合には、価格低下は避けられず、体力の弱い中小企業は太刀打ちできません。

このようなリスクを軽減するためには、中小企業こそ知的財産権制度を十分に理解し、積極的

に権利を取得するための取り組みを行うことを考えるべきでしょう。知的財産権は、大手企業で

も零細企業でも同じ土俵で評価される財産です。

実際に知的財産に対する取り組みを行い、自社技術や商標について知的財産権を取得すること

によって、以下のような「メリット」が考えられます。

（１）自社技術の保護及び収益の確保、他社による侵害の防止

すでに述べたように、費用と時間と人手をかけて苦労して生み出した重要な技術も、知的財産

権を取得していなければ、他社に模倣されたときに対抗する手段がほとんどありません。それだ

けではなく、他社に先に権利化されてしまえば、その技術を使い続けるためには、その他社から

ライセンスを得る必要が出てきます。知的財産に対する取り組みを積極的に行い、権利を取得し

ていくことによって、追随者や競合他社に対して比較優位性を維持して市場への参入障壁を築く

ことができます。

また、中小企業の場合、自社だけで事業の全てを賄うことは難しいことが多いと思います。自

社の独自技術を使用した製品であっても、その製造や販売などの様々な局面でパートナーが必要

になるでしょうし、こうしたパートナーが自社より規模の大きな企業であることもあると思いま

す。こういった企業と対等に取引を行うためには、交渉の対象となる技術について知的財産権を

持っていることや、少なくとも知的財産権を取得するための検討を進めていることが必要になる

でしょう。

実際に、知的財産に対する取り組みに支えられた独自の製品で高いシェアを実現している企業

も少なくありません。これらの企業では、市場において比較優位性を持つことが期待できる技術

について、十分に検討された知的財産戦略に基づく取り組みを行うことによって、市場において

高いシェアを持つ強い事業を作り上げています。

このようなメリットは、実際に問題が表面化しなければ実感しにくいことも確かですから、ど

うしても知的財産権取得にかかる費用の高さや手続きの煩雑さに目が向いて、知的財産は後回

し、ということになりがちです。しかし、中長期的に考えたときに、知的財産権があればその分

野には他社は参入しにくいでしょうし、模倣されることによって失う顧客や市場を考えれば、知

的財産権に関する費用は決して高くはないと思います。知的財産権に投ずる費用があれば新たな

機械を導入したり研究開発費に回したりするなどといった先行投資を行う方がよいという考え方

もあるかもしれませんが、その技術について知的財産権を取得できるのはそれを開発した会社だ

けであり、知的財産権で適切に保護された技術を用いている事業には他社は容易に手を出せませ

ん。知的財産に対する取り組みや権利の取得に費用をかけることも「先行投資」のひとつである

という観点で考えてみてはいかがでしょうか。
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（２）自社技術のブランド化

知的財産権として登録される技術や商標は、特許庁による審査をクリアしたものです。したが

って、知的財産権で保護された製品は、顧客からの信頼を高め、品質を保証するブランドイメー

ジをつくる効果があります。権利を取得することによって、自社の技術がオリジナリティのある

ものであることを競合他社やユーザに示すとともに、その技術をコアとして自社のビジネスモデ

ルが構築されていることを世の中に知らしめることができるのです。知的財産権は、自社技術の

ブランド化に貢献する財産であり、有効な宣伝広告手段ともなり得ます。「○○○という技術とい

えば△△社だ」「□□□という商品といえば△△社だ」というブランドイメージを定着させるため

に役立つといえるでしょう。

（３）技術開発、商品開発へのモチベーションの向上

技術開発や商品開発の成果を特許権や商標権といった知的財産権によって保護していくという

仕組みを作り上げることによって、その技術を開発した技術者や商品開発に関わった社員は、自

分の技術や貢献が認められたという自信につながります。その結果、さらなる開発への意欲が生

まれ、よりよい研究開発活動、商品開発活動が可能となるでしょう。また、知的財産についての

取り組みの一つとして、経営者をはじめとして様々な職種の社員によるチームで「発明会議」を

定期的に行うことによって、新商品、新サービスのアイデアが生まれることもあります。

２．特許・実用新案かノウハウか

これまでの説明で、知的財産に対する取り組みを行って知的財産権を積極的に取得することの

重要性は、理解していただいたかと思います。そうなると、次に問題となるのは、自社の技術等

をどのような知的財産権で保護するかということです。自社が目指す事業の方向性や有利な点・

不利な点を明確にして、自社の技術やブランドをどのような知的財産権によって保護するのが最

適かという判断を行う必要があります。

技術力を強みとする中小企業の場合には、新たな技術が開発されたときに技術を特許権・実用

新案権で権利化して保護するのかノウハウとして保護するのかということが問題になるでしょ

う。

特許権・実用新案権で権利化して保護することを考える場合、気をつけなければならないこと

は、一つは、技術内容が、出願後一定期間を経てインターネットなどで公開されることです。し

たがって、日本国内のみならず海外からも容易に内容を知ることができるため、技術が模倣され

るリスクが生じます。模倣された場合でも、その技術について最終的に特許権が取得できればあ

まり問題はありませんが、そうでなければ大変です。自社の重要な技術が公開され、誰でも模倣

できるようになっているにもかかわらず、それを抑える手段がなくなります。したがって、特許

権を取得しようと思えば、その出願書類をどのように作成するかということがきわめて重要にな
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ります。企業の中には、特許の出願件数にノルマを課し、研究者の思いつくままにあまり内容を

吟味することもなくなんとなく特許出願書類を作成して出願するケースも多く、これでは特許権

も取得できずただ単に技術情報を垂れ流すという最悪の結果になってしまいます。とりあえず出

願しておこうという「余裕」のある大企業であればこれでもいいのかもしれませんが、自社の事

業の核となる重要な技術を保護しようとしている中小企業の場合には、出願はしたものの特許権

が取得できないということになると命取りになりかねません。

また、模倣品が出たときにそれが自社技術の侵害品であることを容易に判別できるかどうかと

いうことも、特許権・実用新案権として保護することを考える際に検討する必要があります。例

えば、自社の工場内でのみ使用する製造技術について特許出願をして特許権を取得した場合で

も、公開された技術が他社によって模倣されその社内でのみ使用されたときは、その使用が自社

の特許権を侵害していることを見抜くことは難しいかもしれません。このような場合には、特許

権の侵害としてその会社を訴えることができないことになります。

さらに、特許権・実用新案権を取得することなく実施していた技術について万が一第三者が権

利を取得した場合、特許権侵害として訴えられる可能性もあります。法律的には既に公になった

技術について特許権が付与された場合にはその特許権を無効にするための手続はありますが、そ

のために余計な手間とお金がかかることになります。

一方、自社の技術をノウハウ（営業秘密）として保護することも可能です。例えば、自社内で

のみ使用する製造方法に関する技術などの場合には他社から見抜かれにくいため権利化しなくて

もよい場合がありますが、このような場合には、ノウハウとしての保護も考えられます。リバー

ス・エンジニアリングによっても技術内容がわからない製品を開発・製造している企業などで

は、特許出願した場合の公開のリスクや、万が一特許権を取得できなかったときのリスクを嫌っ

て、自社の事業のコアとなる技術に関してノウハウ戦略を採用していることも少なくありませ

ん。

ただし、ノウハウとして技術を保護するには、厳密な秘密管理が行われていることが前提とな

ります。裁判になったときに秘密情報として認められるためには、以下の要件が必要となりま

す。

① 客観的に秘密として管理されている状態にあること（秘密管理性）

② 事業活動に有用な技術上又は営業上の情報であること（有用性）

③ 保有者の管理以外では一般に入手できない状態にあること（非公知性）

これらの要件を満たすためには、例えば、秘密情報を管理する者の人数が特定されている、施

錠された保管室に秘密情報が保管されている、秘密情報の収納・保管・廃棄方法が規定されてい

る、書類に秘密情報であることを示す表示がある、就業規則に秘密保持義務についての明示的な

規定があるなどといったことが必要となります。これらの要件を見ると、単に自社の技術をノウ
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ハウとして保護します、といっただけでは保護されず、社内にきちんとしたノウハウ管理体制を

構築する必要があることが分かると思います。

このように、特許権・実用新案権として保護する場合もノウハウとして保護する場合も、それ

ぞれ一長一短があります。一般に、他社での実施状況が分かる技術や競合他社との間で技術レベ

ルが接近していると考えられる技術の場合には、特許出願や実用新案登録出願を考えるべきでし

ょう。これに対して、明らかに特許性がないものは当然ですが、侵害していることが検出しにく

い技術や自社でしか使用しない特殊な技術については、ノウハウとして保護することも考えるの

がいいでしょう。もちろん、自社でしか使用しない技術だからといって、ノウハウだけで保護し

ようとするのは問題です。他社から見抜かれやすい技術であれば特許権・実用新案権による保護

を考えるべきでしょう。

なお、技術の保護方法は、特許かノウハウかといった二者択一ではありません。基本技術につ

いては特許権・実用新案権で積極的に保護し、その基本技術を取り巻く技術、例えば製造過程で

用いられる中間材料や製造条件など最終製品を分析しただけでは容易に分からないような技術に

ついては、ノウハウで保護するといったように、特許もノウハウもという考え方もあります。

特許権・実用新案権として保護するかノウハウとして保護するかにかかわらず、気をつけなけ

ればならないことがあります。製造工程上のちょっとした工夫などはすぐに真似できてしまうも

のが多いと思います。したがって、コア技術が公開されるような工場見学の要請は受け入れない

ようにするのが最も確実ですが、受け入れるとしても見ただけではその部分が分からないように

した上で受け入れることが必要です。また、取引先との交渉に当たって情報を開示しなければな

らないときには、秘密保持契約を交わした上で相手に公開してもよい情報と、何がなんでも公開

しない情報とを分類して公開することも考えなければなりません。中小企業の価値は技術力で

す。自社の事業の源泉となるべきコア技術の開示にあたっては、細心の注意を払うべきです。

３．特許か実用新案か

自社の技術を知的財産権で権利化して保護しようと考えた場合、次に検討しなければならない

のは、特許権として保護するか実用新案権として保護するかということです。特許権と実用新案

権の違いは、以下の図の通りです。
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私も、よく「特許権をとれるレベルの技術ではないし、実用新案権なら早くしかも安く権利に

なるので、実用新案権をとりたい」と相談を受けることがあります。しかし、実用新案権を利用

して保護を受けるということは、そう簡単なことではありません。

上の図に示されるように、実用新案権は無審査で登録されますので、極端に言えば書類の体裁

が整っていれば、登録番号が付与されます。しかし、登録番号が付与されたからと言ってそれが

実効性のある権利であると認められた訳ではありません。登録番号が付与されたとしても、他社

の模倣に対してその権利に基づいて権利行使を行う場合、実用新案技術評価書（権利の有効性

（新規性や進歩性があるかどうか）に関して特許庁がその見解を示したもの）を提示して警告し

た後でなければ権利行使ができず、権利行使するとしても当事者の責任でしなければなりませ

ん。実用新案技術評価書の評価結果や、権利者が権利の有効性について果たした注意義務（具体

的には、どれだけきちんと先行技術文献を行ったか）の程度によっては、権利行使によって相手

方に与えた損害について逆に責任を問われるおそれもあります。

一方、権利の有効性を問われたときに問題となる「進歩性」の基準について、特許法は「容易

に発明」することができないものと規定しているのに対し、実用新案法は「きわめて容易に考

案」することができないものと規定していますが、実態上は進歩性のレベルにほとんど差異はな

いと言われています。

（注）出願件数は平成１８年度の実績
「知的財産権制度入門（平成２０年度、特許庁）」より転載
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以上の点を踏まえると、権利行使時の安定性という点を考慮して、権利内容が曖昧な実用新案

権より特許権での保護を第一に考えた方がいいと思います。出願書類を作成するための費用につ

いては、特許出願書類と実用新案登録出願書類とでそれほど差はありません。特許の出願審査請

求料は実用新案技術評価書の請求料より高くなりますが、中小企業の場合、一定の条件を満たせ

ば出願審査請求料が減免される制度もあります。特許の場合にはそのままでは審査に時間がかか

りますが、中小企業の場合は早期審査制度を活用することによって権利化までの時間が大幅に短

縮されます（当事務所でも、出願後２．５ヶ月程度で特許査定となった事例もあります）。

なお、自社にとって権利を取得して維持する必要はないものの、同業他社に権利をとられない

ようにする目的であれば、登録実用新案公報を利用して意図的に技術を公知にすることも考えら

れます。特許の場合は、出願後１年半経たないと公開されませんが、実用新案の場合は、出願後

２～３ヶ月で登録され、その後登録実用新案公報として公開されますので、早く公知にすること

ができます。

４．意匠や商標も

自社の強みは技術であるからといって、特許権や実用新案権による保護を考えるだけで十分で

はありません。世の中に流通している全てのモノはかならず何らかのデザインが施されています

から、特許権を補完する意味でも、自社の製品のデザインすなわち意匠の権利化を考えることも

必要です。ある製品を開発した場合、その製品を技術的な側面から保護するのが特許権であるの

に対して、その製品を意匠（要するに見た目）の側面から保護するのが意匠権です。また、実際

に販売される製品について、その製品を端的に表した特徴的なネーミング（商品名）を考え、そ

れを商標権として保護することも重要です。ブランドイメージを構築することの重要性について

は既に説明しましたが、ブランドイメージを構築するのに最も適した知的財産権は商標権です。

下の図は特許庁による模倣被害調査の結果ですが、特許や実用新案とは異なり商標や意匠は見れ

ばすぐ模倣できますから、これらの模倣被害が多いことは当然かもしれません。製品のデザイン

や商品名について意匠権や商標権を取得していなければ、簡単に模倣されて大きな被害を被る可

能性があることが分かるでしょう。

知的財産権の保護の重要性について合意が形成されている先進国などでは、特許権による保護

が有利であることは間違いありません。しかし、発展途上国などでは、知的財産権に対する意識

が低く、権利の実効性が乏しいため、模倣が検出しやすい意匠権や商標権が効果的な場合が多い

でしょう。また、特許権の取得と比べると費用が安く済むとともに、手続が簡単で権利化までの

時間が短い場合が多いことも、意匠権、商標権による保護のメリットとして挙げられます。

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１５７／本文／０１５～０２２　経営のアドバイス（内海）  2009.07.09 08.52



経営のアドバイス

― ２２ ―

特許業務法人ピー・エス・ディ

札幌市中央区北１条東１丁目サン経成ビル２階

TEL０１１－２２２－４７７５ FAX０１１－２２２－４７５１

E-mail uchiumi@us-psd.jp

５．最後に

中小企業が、限られた経営資源を駆使して事業を営んでいる中で、「知的財産は面倒で、お金

も手間もかかる」という理由で知的財産に対する取り組みを敬遠する気持ちは、よく分かりま

す。だからといって、知的財産の問題を放置しておくと、経済のグローバル化や取引先の選別が

進み、経営環境がより厳しくなっている中で、今後生き残っていくことが難しくなる可能性が高

まるのも現実だと思います。ある中小企業の経営者が、「機械はお金を出せば誰にでも買える

が、特許は発明した人しか手に入れることができない」と言ったということを聞いたことがあり

ます。知的財産に対する取り組みは、企業の収益や事業リスクに直結するだけに、中小企業経営

における経営資源の一つとして考える優先度は高いのではないでしょうか。

模倣被害企業の権利別の被害社数の割合（複数回答）

「模倣被害調査報告書」（２００７年度、特許庁）

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１５７／本文／０１５～０２２　経営のアドバイス（内海）  2009.07.09 08.52



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年度 １００．９ △０．１ １００．７ １．６ １００．４ ０．９ １０１．０ ２．２ １０５．１ ５．１ ９７．０ ２．５
１８年度 １０３．９ ３．０ １０５．３ ４．６ １０４．７ ４．３ １０５．３ ４．３ １０５．３ ０．２ ９８．６ １．６
１９年度 １０４．２ ０．３ １０８．１ ２．７ １０４．２ △０．５ １０８．７ ３．２ １０５．０ △０．３ １００．５ １．９
２０年度 ９６．２ △７．７ ９４．４ △１２．７ ９８．３ △５．７ ９５．０ △１２．６ １０３．２ △１．７ ９５．３ △５．２

２０年１～３月 １０５．２ １．０ １０９．５ ２．４ １０７．３ ２．４ １１０．５ ３．２ １０２．８ △０．３ １０５．２ １．９
４～６月 １０４．３ ０．７ １０８．１ ０．８ １０６．２ ３．６ １０８．４ １．０ １０１．１ ２．３ １０６．２ ２．６
７～９月 １０２．６ △０．５ １０４．６ △１．４ １０３．０ ０．４ １０５．１ △１．５ １０２．５ １．９ １０７．７ ３．１
１０～１２月 ９４．０ △９．９ ９２．８ △１４．５ ９６．０ △７．８ ９３．５ △１４．９ １０３．０ １．２ １０９．７ ４．８

２１年１～３月 ８３．７ △２１．６ ７２．３ △３４．６ ８９．０ △１８．１ ７３．９ △３３．５ １０１．０ △１．７ ９９．８ △５．２
２０年 ５月 １０４．１ △０．１ １０９．３ ０．９ １０５．８ ２．４ １０９．７ １．５ １００．４ △０．５ １０５．３ １．５

６月 １０４．２ １．２ １０７．１ △０．２ １０６．８ ６．６ １０６．９ △０．８ １０１．１ ２．３ １０６．２ ２．６
７月 １０６．９ ４．２ １０６．８ ２．３ １０７．６ ８．４ １０７．４ ３．０ １０２．５ ３．９ １０６．３ ２．１
８月 １０２．１ △２．６ １０３．５ △７．２ １０１．７ △３．９ １０３．９ △７．１ １０３．０ ３．８ １０６．１ １．７
９月 ９８．８ △３．０ １０３．６ ０．４ ９９．７ △３．０ １０４．０ △０．５ １０２．５ １．９ １０７．７ ３．１
１０月 ９７．２ △６．３ １００．１ △６．６ ９９．４ △３．８ １００．９ △７．１ １０１．７ △０．２ １０８．９ ４．４
１１月 ９５．１ △１１．３ ９３．１ △１６．５ ９７．２ △８．８ ９３．６ △１７．０ １０１．３ △１．８ １０９．５ ４．３
１２月 ８９．６ △１２．３ ８５．３ △２０．７ ９１．４ △１０．８ ８６．０ △２０．７ １０３．０ １．２ １０９．７ ４．８

２１年 １月 ８８．０ △１７．３ ７６．７ △３０．９ ９２．５ △１３．７ ７６．７ △３１．６ １００．８ △３．１ １０８．０ ２．８
２月 ８３．１ △２４．４ ６９．５ △３８．４ ８９．５ △２２．０ ７２．０ △３６．７ １０１．６ △０．４ １０３．５ △１．７
３月 ８０．０ △２２．７ ７０．６ △３４．２ ８５．０ △１８．４ ７３．１ △３２．４ １０１．０ △１．７ ９９．８ △５．２
４月 r ８３．８ △２０．０ r ７４．８ △３０．７ r ８５．９ △１９．０ r ７５．３ △３０．７ r ９９．１ △１．１ r ９７．１ △７．２
５月 p８５．５ △１９．２ p７９．２ △２９．５ p８６．４ △２０．３ p７８．７ △３０．０ p９８．７ △１．７ p９６．５ △８．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１７年度 ９８７，７３３ △３．０ ２１２，５７５ △１．７ ３５０，７４６ △１．８ ８７，５８７ ０．３ ６３６，９８７ △３．７ １２４，９８９ △３．２
１８年度 ９８３，６５６ △１．６ ２１１，７４５ △０．９ ３３０，５１２ △２．６ ８６，１０８ △０．８ ６５３，１４４ △１．１ １２５，６３７ △１．０
１９年度 ９５４，９７０ △２．６ ２１２，５２５ △１．０ ３０９，９４７ △３．５ ８４，２８７ △０．８ ６４５，０２２ △２．１ １２８，２３８ △１．１
２０年度 ９３４，００５ △５．６ ２０６，６０３ △４．２ ２８３，３１７ △６．５ ７８，４４２ △６．７ ６５０，６８８ △５．２ １２８，１６０ △２．５

２０年１～３月 ２３０，５８３ △２．９ ５２，００９ △０．３ ７４，７６６ △３．３ ２０，４５９ △０．９ １５５，８１８ △２．７ ３１，５５１ ０．１
４～６月 ２２３，２６６ △５．７ ５０，６４９ △２．７ ６７，５５３ △７．０ １９，２２０ △４．５ １５５，７１３ △５．０ ３１，４２９ △１．６
７～９月 ２２３，６８９ △４．５ ５０，７７５ △２．０ ６９，９４５ △３．０ １９，０１４ △３．２ １５３，７４４ △５．１ ３１，７６１ △１．３
１０～１２月 ２５７，７０５ △５．８ ５６，０７８ △４．６ ７９，０７８ △７．４ ２２，０９５ △７．８ １７８，６２６ △５．１ ３３，９８３ △２．４

２１年１～３月 ２２９，３４５ △６．３ ４９，１０１ △７．２ ６６，７４０ △８．３ １８，１１４ △１１．１ １６２，６０５ △５．４ ３０，９８７ △４．７
２０年 ５月 ７４，４２１ △５．２ １６，９４４ △２．０ ２２，４９１ △５．１ ６，４０４ △２．５ ５１，９３０ △５．２ １０，５４０ △１．７

６月 ７３，９８２ △６．５ １６，９０４ △４．０ ２２，３２７ △９．９ ６，４４２ △７．３ ５１，６５５ △４．９ １０，４６２ △１．７
７月 ７８，５１９ △３．１ １８，６５９ △０．７ ２５，９４０ △２．２ ７，７１６ △２．３ ５２，５７９ △３．５ １０，９４３ ０．５
８月 ７４，８９５ △３．７ １６，５２７ △２．２ ２１，７８８ △１．４ ５，５６７ △２．９ ５３，１０７ △４．６ １０，９６０ △１．８
９月 ７０，２７５ △６．８ １５，５８９ △３．３ ２２，２１８ △５．４ ５，７３１ △４．６ ４８，０５８ △７．５ ９，８５８ △２．６
１０月 ７５，１８９ △６．１ １６，６６８ △４．３ ２３，０９１ △７．４ ６，３６９ △６．９ ５２，０９８ △５．４ １０，２９９ △２．６
１１月 ７９，７０６ △３．８ １７，８２０ △３．１ ２４，２３５ △５．９ ７，０６８ △６．３ ５５，４７１ △２．７ １０，７５２ △０．７
１２月 １０２，８０９ △７．２ ２１，５９０ △６．２ ３１，７５２ △８．６ ８，６５８ △９．６ ７１，０５７ △６．６ １２，９３２ △３．６

２１年 １月 ８０，７３２ △５．２ １８，０６９ △５．５ ２４，６１０ △５．５ ６，７０５ △９．２ ５６，１２２ △５．１ １１，３６４ △３．１
２月 ６８，０２３△５．６ １４，５１８ △８．１ １８，６８０ △７．１ ５，１４４ △１１．４ ４９，３４３ △５．０ ９，３７４ △６．１
３月 ８０，５９０ △７．９ １６，５１４ △８．２ ２３，４５０ △１１．９ ６，２６５ △１２．９ ５７，１４０ △５．９ １０，２４９ △４．９
４月 r ７５，２６４ △６．１ r １５，９６０ △６．７ r １９，４０２ △１０．８ r ５，６１１ △１１．３ r ５５，８６２ △４．１ r １０，３４９ △４．０
５月 p ７６，８６９ △４．０ p １６，１７８ △６．５ p １９，７８３ △８．０ p ５，５８９ △１２．１ p ５７，０８６ △２．３ p １０，５８９ △３．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２３ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１５７／本文／０２３～０２５　主要経済指標  2009.07.15 14.08.51  Page 23



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１２年＝１００
前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１７年度 ４１６，６１１ △２．９ ７３，７２４ △２．５ １００．１ △０．１ １００．０ △０．２ １１３．２６ １７，０６０
１８年度 ４１４，９２１ △１．７ ７４，２１１ △２．０ １００．５ ０．５ １００．２ ０．３ １１６．９４ １７，２８８
１９年度 ４０８，２９２ △１．６ ７５，１６１ △０．９ １０１．１ ０．６ １００．６ ０．３ １１４．２０ １２，５２６
２０年度 ４３０，６２４ ４．８ ８０，５５６ ５．４ １０２．５ １．４ １０１．７ １．１ １００．４６ ８，１１０

２０年１～３月 ９３，８３２ △１．１ １７，７９８ △０．５ １０１．８ １．８ １００．７ １．０ １０５．２０ １２，５２６
４～６月 １０５，０６８ ４．１ １９，２２４ ２．５ １０２．８ ２．４ １０１．６ １．４ １０４．５１ １３，４８１
７～９月 １１６，１６８ ５．０ ２１，７３１ ７．６ １０４．３ ３．６ １０２．６ ２．２ １０７．６１ １１，２６０
１０～１２月 １０９，９９８ ５．３ ２０，６７４ ６．９ １０２．４ ０．８ １０１．９ １．０ ９６．１４ ８，８６０

２１年１～３月 ９９，３９０ ４．８ １８，９２７ ４．２ １００．６ △１．２ １００．６ △０．１ ９３．５９ ８，１１０
２０年 ５月 ３６，７６３ ８．５ ６，５５３ ３．５ １０２．９ ２．３ １０１．７ １．３ １０４．１４ １４，３３９

６月 ３６，２７１ ３．９ ６，５５３ ４．０ １０３．９ ３．３ １０２．２ ２．０ １０６．９０ １３，４８１
７月 ３９，６５８ ６．６ ７，５３８ １１．５ １０４．１ ３．８ １０２．４ ２．３ １０６．８１ １３，３７７
８月 ３９，８７７ ２．５ ７，４１９ ５．１ １０４．６ ３．８ １０２．７ ２．１ １０９．２８ １３，０７３
９月 ３６，６３３ ６．０ ６，７７４ ６．４ １０４．１ ３．２ １０２．７ ２．１ １０６．７５ １１，２６０
１０月 ３６，９２０ ４．７ ６，９３９ ７．９ １０３．５ ２．２ １０２．６ １．７ １００．３３ ８，５７７
１１月 ３５，０４４ ６．０ ６，６４５ ７．２ １０２．２ ０．９ １０１．７ １．０ ９６．８１ ８，５１２
１２月 ３８，０３４ ５．３ ７，０９０ ５．８ １０１．５ △０．６ １０１．３ ０．４ ９１．２８ ８，８６０

２１年 １月 ３３，７８０ ７．１ ６，３５８ ６．８ １００．８ △１．１ １００．７ ０．０ ９０．４１ ７，９９４
２月 ３０，８８７ ２．０ ５，８８２ ２．０ １００．５ △１．０ １００．４ △０．１ ９２．５０ ７，５６８
３月 ３４，７２３ ５．２ ６，６８８ ３．９ １００．６ △１．５ １００．７ △０．３ ９７．８７ ８，１１０
４月 ３４，０５５ ４．９ ６，５１３ ４．０ １００．１ △１．６ １００．８ △０．１ ９９．００ ８，８２８
５月 ３６，５４０ △１．９ ６，７５９ ０．８ ９９．７ △３．１ １００．６ △１．１ ９６．３０ ９，５２３

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス・ストア販売額の前年同月比は既存店ベ
ースによる。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１７年度 １８７，１４５ △１．３ ４６，１５３ △１０．４ ９０，６２４ ０．６ ５０，３６８ ５．１ ４，７５５，３６９ ０．１
１８年度 １７６，３００ △５．８ ４３，７８０ △５．１ ７７，３９８ △１４．６ ５５，１２２ ９．４ ４，５５７，３３０ △４．２
１９年度 １６９，１４９ △４．１ ４８，４４０ １０．６ ７１，５５７ △７．５ ４９，１５２ △１０．８ ４，３９０，３４４ △３．７
２０年度 １５０，１２３ △１１．２ ３９，１４５ △１９．２ ６３，４９０ △１１．３ ４７，４８８ △３．４ ３，９０８，８８０ △１１．０

２０年１～３月 ４９，９０５ △１．５ １４，３１８ ７．４ ２０，９１３ △２．８ １４，６７４ △７．４ １，３６２，７３４ △０．７
４～６月 ４１，８３８ △３．９ １１，０９８ ０．４ １８，２８４ △４．４ １２，４５６ △６．７ ９６５，８９５ △０．５
７～９月 ４０，０４８ △２．４ １１，００３ △９．５ １７，５０３ ０．２ １１，５４２ １．１ １，０３５，８５９ △１．５
１０～１２月 ２９，５０９ △１４．９ ７，６１７ △３０．２ １１，９７３ △１４．８ ９，９１９ ２．２ ８６３，１５５ △１４．２

２１年１～３月 ３８，７２８ △２２．４ ９，４２７ △３４．２ １５，７３０ △２４．８ １３，５７１ △７．５ １，０４３，９７１ △２３．４
２０年 ５月 １２，２７７ △９．０ ３，２４９ △５．０ ４，９７２ △１１．１ ４，０５６ △９．３ ２９６，０８２ △３．６

６月 １４，６７６ △５．８ ３，９１４ ０．０ ６，３５１ △１２．８ ４，４１１ ０．７ ３６３，９６６ △２．５
７月 １５，８９３ ４．６ ４，４１８ ６．０ ７，５５３ ６．５ ３，９２２ △０．２ ３８３，２５８ ７．０
８月 ９，６６５ △８．９ ２，４８２ △２１．１ ４，１５３ △６．０ ３，０３０ △０．５ ２５５，２９５ △８．０
９月 １４，４９０ △４．９ ４，１０３ △１５．２ ５，７９７ △２．６ ４，５９０ ３．２ ３９７，３０６ △４．５
１０月 １１，５９１ △８．１ ２，９７３ △２５．４ ４，７５０ △５．２ ３，８６８ ６．６ ３１４，８６０ △６．３
１１月 １０，０５３ △２０．３ ２，４８５ △３７．８ ４，１０８ △２４．７ ３，４６０ ９．４ ２９５，７５１ △１８．９
１２月 ７，８６５ △１６．８ ２，１５９ △２６．５ ３，１１５ △１３．３ ２，５９１ △１１．２ ２５２，５４４ △１７．３

２１年 １月 ７，８７０ △１９．２ １，８３３ △３１．３ ３，１２７ △２３．１ ２，９１０ △３．３ ２５６，０５４ △２０．０
２月 １０，３８４ △２４．６ ２，３６８ △３７．３ ４，１６１ △２７．６ ３，８５５ △９．１ ３２４，５１５ △２４．４
３月 ２０，４７４ △２２．４ ５，２２６ △３３．６ ８，４４２ △２３．９ ６，８０６ △８．３ ４６３，４０２ △２４．５
４月 １１，５３３ △２２．５ ２，７０３ △３１．３ ５，２２９ △２４．９ ３，６０１ △９．７ ２３６，０６３ △２２．８
５月 １０，５４２ △１４．１ ３，２０２ △１．４ ４，０７１ △１８．１ ３，２６９ △１９．４ ２４４，５９５ △１７．４

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ２４ ―
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年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１７年度 ５３，０４８ １０．２ １２，４９４ ４．７ １，０６８，８５８ △４．７ １２９，６２２ △５．６ １２４，８９７ ５．６
１８年度 ４９，９４６ △５．８ １２，８５２ ２．９ ９６１，１２２ △１０．１ １２２，８３８ △５．２ １２７，４１３ ２．０
１９年度 ４２，３９７ △１５．１ １０，３５６ △１９．４ ８８３，６４４ △８．１ １１７，８１８ △４．１ １２３，６４０ △３．０
２０年度 ３６，０５０ △１５．０ １０，３９２ ０．３ ８５８，０８２ △２．９ １１７，９５１ ０．１ １０６，１６８ △１４．１

２０年１～３月 ７，０７４ ６．９ ２，５３９ △９．０ １１８，６４３ △１５．９ ２６，２８７ △５．２ ３３，４５９ ０．８
４～６月 １２，０３４ △２４．７ ２，８９７ △１１．０ ３０９，４１３ △６．７ ２８，４４４ △８．４ ３１，３０８ ５．３
７～９月 １２，０２２ ３４．４ ２，９１３ ４０．２ ２８３，６３６ △１．８ ３３，１８０ ４．７ ２８，４５１ △６．９
１０～１２月 ７，８８４ △２４．１ ２，５８６ ４．１ １２４，７２９ △１３．７ ２７，９９０ △２．８ ２２，８０３ △２３．７

２１年１～３月 ４，１１０ △４１．９ １，９９６ △２１．４ １４０，３０４ １８．３ ２８，３３８ ７．８ ２３，６０６ △２９．４
２０年 ５月 ４，０２７ ２０．８ ９０８ △６．５ ７４，８０３ △１０．７ ７，６７５ △９．６ ９，９２９ ５．１

６月 ４，４１６ △３５．３ １，００９ △１６．７ １０９，８１８ ３．７ ９，７４３ △１１．３ １２，０２６ ９．７
７月 ３，６８８ △５．０ ９７２ １９．０ １１５，２３０ △６．２ １２，２０２ １３．８ ９，０５８ △４．７
８月 ４，５３３ ９２．６ ９６９ ５３．６ ８９，９６３ △２．３ ９，２５３ △６．０ ７，７５８ △１３．０
９月 ３，８０１ ４０．３ ９７２ ５４．２ ７８，４４３ ６．５ １１，７２４ ５．５ １１，６３５ △４．２
１０月 ３，１３７ △９．５ ９２１ １９．８ ６１，２０１ △１６．２ １１，６９７ △０．４ ７，５２４ △１５．５
１１月 ２，８０１ △２７．４ ８４３ ０．０ ３６，７９４ △８．２ ８，４４３ △２．８ ７，２６１ △２７．７
１２月 １，９４６ △３６．４ ８２２ △５．８ ２６，７３４ △１４．９ ７，８５０ △６．４ ８，０１８ △２６．８

２１年 １月 ８２２ △６０．９ ７０７ △１８．７ １９，１５４ ２７．８ ６，０１９ １．９ ５，７４５ △３９．５
２月 １，３３７ △１９．４ ６２３ △２４．９ １５，８５６ ６１．６ ６，３４９ △２．８ ６，９２１ △３０．１
３月 １，９５１ △４１．１ ６６６ △２０．７ １０５，２９４ １２．２ １５，９６９ １５．３ １０，９４０ △２２．２
４月 ２，３９２ △３３．４ ６６２ △３２．４ １４７，２４２ １８．０ １３，２８８ ２０．５ ６，２８６ △３２．８
５月 ２，１１３ △４７．５ ６２８ △３０．８ ６６，５３９ △１１．０ ７，８６６ ２．５ ６，１２３ △３８．３

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用 ）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

１７年度 １２，７０５ △０．６ ０．５３ ０．９４ ５．３ ４．４ ５５５ △３．８ １３，１７０ △０．１
１８年度 １３，０８２ ３．０ ０．５３ １．０２ ５．４ ４．１ ５４６ △１．６ １３，３３７ １．３
１９年度 １２，８１７ △２．０ ０．５１ ０．９７ ５．２ ３．８ ６１０ １１．７ １４，３６６ ７．７
２０年度 １２，２５３ △４．４ ０．４３ ０．７４ ５．０ ４．１ ７４１ ２１．５ １６，１４６ １２．４

２０年１～３月 ２，７４１ △１．５ ０．５２ ０．９９ ５．６ ４．０ １６８ ５．７ ３，７１５ ８．０
４～６月 ２，９５８ △１．５ ０．４４ ０．８２ ５．０ ４．０ １８７ ８．７ ３，８２９ ５．９
７～９月 ３，８３６ △４．８ ０．４５ ０．８１ ４．９ ４．０ １９０ ３７．７ ４，０３４ １６．４
１０～１２月 ２，９３１ △３．７ ０．４３ ０．７５ ４．３ ３．９ １８９ ４３．２ ４，０６８ １３．９

２１年１～３月 ２，５２８ △７．８ ０．３８ ０．５８ ５．６ ４．６ １７５ ４．２ ４，２１５ １３．５
２０年 ５月 １，０２７ ０．２ ０．４３ ０．８１ ５．０ ４．０ ６０ △１８．９ １，２９０ △１．５

６月 １，１２３ △３．０ ０．４４ ０．７９ ↓ ３．９ ５３ ３．９ １，３２４ １１．７
７月 １，１７２ △４．３ ０．４４ ０．８０ ↑ ３．８ ７２ ３８．５ １，３７２ １２．９
８月 １，４３２ △４．８ ０．４５ ０．８１ ４．９ ４．１ ５８ １６．０ １，２５４ ４．２
９月 １，２３２ △５．２ ０．４７ ０．８２ ↓ ４．１ ６０ ６６．７ １，４０８ ３４．４
１０月 １，１４４ △０．２ ０．４５ ０．７９ ↑ ３．８ ５８ ２３．４ １，４２９ １３．４
１１月 ８８５ △６．５ ０．４３ ０．７５ ４．３ ３．９ ５７ １４．０ １，２７７ ５．２
１２月 ９０２ △５．２ ０．４１ ０．７２ ↓ ４．１ ７４ １１１．４ １，３６２ ２４．１

２１年 １月 ８０３ △４．３ ０．３９ ０．６５ ↑ ４．２ ６０ ２０．０ １，３６０ １５．８
２月 ７８５ △１３．４ ０．３８ ０．５８ ５．６ ４．６ ５０ △７．４ １，３１８ １０．３
３月 ９４０ △５．５ ０．３８ ０．５２ ↓ ５．１ ６５ １．６ １，５３７ １４．１
４月 ７２３ △１０．５ ０．３２ ０．４２ － ５．２ ５６ △２４．３ １，３２９ ９．３
５月 ９２２ △１０．２ ０．３１ ０．３８ － ５．２ ４５ △２５．０ １，２０３ △６．７

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― ２５ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１５７／本文／０２３～０２５　主要経済指標  2009.07.15 14.08.51  Page 25
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●道内経済の動き�

●道内企業の経営動向 （平成21年4～6月期実績、平成21年7～9月期見通し）�

●知的財産に対する取り組みのススメ�
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